御嵩町地域防災計画
新旧対応表（案）
第1章

御嵩町地域防災計画　地震対策編　第1章　新旧対照表　
	変更箇所
	新
	旧
	備考

	目次　　ｐ３
	第６章　南海トラフ地震に関する対策
	第６章　東南海・南海地震に関する対策
	・東南海・南海地震を南海トラフ地震に修正

	ｐ1
第１章　第１節　　

２　計画の性質　（２）
	(2)　「地震対策編」は、・・・（略）、第６章は南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成14年法律第92号）第５条の規定に基づく推進計画とする。

また、・・・（略）

	(2)　「地震対策編」は、・・・（略）、第６章は東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成14年法律第92号）第6条の規定に基づく推進計画とする。

また、・・・（略）
	・東南海・南海地震を南海トラフ地震に修正
・第６条を第５条に修正

	ｐ1
第１章　第１節　　

４　計画の構成
	第６章　南海トラフ地震に関する対策
	第６章　東南海・南海地震に関する対策
	・東南海・南海地震を南海トラフ地震に修正

	ｐ5、6
第1章 第３節
町及び防災機関の業務の大綱
	東海農政局
（削る）
９　被害を受けた関係業者・団体の被災状況の把握

10　食料の円滑な確保、価格の高騰に関する情報を消費者から収集し、消費者に提供するための緊急相談窓口の設置
（削る）
西日本電信電話株式会社
２　災害時における緊急通話の取扱い
	東海農政局
９　応急用食料の供給支援に充てる在庫量の調査及び調達並びに供給体制の整備
10　被害を受けた関係業者・団体の被災状況の把握

11　食料の円滑な確保、価格の高騰に関する情報を消費者から収集し、消費者に提供するための緊急相談窓口の設置
12　必要に応じ、職員の派遣による食料供給活動の支援
西日本電信電話株式会社
２　電話（通信）の確保
	県計画に合わせる（ｐ5、7）


御嵩町地域防災計画　地震対策編　第2章　新旧対照表　
	変更箇所
	新
	旧
	備考

	ｐ21
第２章　第３節　

第1項　防災体制の確立

３　防災活動拠点の整備


	３　防災拠点施設等の整備
(1) 防災拠点施設の整備

町は、災害対策本部となる役場庁舎が耐震基準を満たしていないことから、大規模地震発生後も特定の機能が維持できる役場新庁舎を整備するとともに、次の施設についても整備を図るものとする。

ア　災害時に消防団や自主防災組織等の活動拠点となる防災拠点施設

イ　多数の住民が避難できる拠点避難地

なお、大規模災害時においては、役場新庁舎が災害対策の拠点となることから、役場新庁舎の来庁者用駐車場は、消防車等の緊急通行車両や災害応急対策関係車両等の駐車場や活動拠点スペースとして利活用できるよう整備を図るものとする。

また、大規模災害時においては、住民がこれらの施設へ避難するため、避難経路を整備するとともに、緊急通行車両等の侵入道路 の整備も行うものとする。

(2) 道路等の整備

町本部、物資の一時集積場所となる御嵩町防災コミュニティセンター、ヘリポート、指定避難所等防災上重要な拠点となる施設を結ぶ道路の整備を図るとともに、不特定多数の者が利用する橋梁のほか、歩道橋等の交通安全施設についても、耐震基準を満たさないものは、緊急性や必要性等を考慮の上、順次耐震改修を図るものとする。

	３　防災活動拠点　　　の整備
町は、災害対策本部設置予定場所である町役場庁舎が被災した場合の第1次代替場所となる中公民館に本部機能施設を整備するよう努めるとともに、ヘリポートの整備と指定避難所等防災上重要な拠点となる施設を結ぶ道路の整備を図る。
また、町本部、物資の一時集積場所とな
る御嵩町B&G海洋センター、ヘリポート、
指定避難所等を結ぶ道路を緊急輸送道
路として、業者に警戒を依頼するなど、
効果的な応急対策活動の実施計画を策
定するとともに、亜炭廃坑による陥没等
の心配の無い上之郷地域において、防災
関係機関の協力を得ながら防災拠点施
設の整備に努めるものとする。
	・新庁舎等整備に係る記載。
・上之郷地区における防災拠点施設整備に係る記載の削除。


	ｐ24
第２章　第３節　

第５項　緊急輸送網の整備

６　一時集積配分拠点施設の設置
	町は、地震による災害が発生した場合において、被災地の物資の輸送を迅速かつ効率的に実施するために、御嵩町防災コミュニティセンターに一時集積配分拠点施設を確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　するものとする。
	町は、地震による災害が発生した場合において、被災地の物資の輸送を迅速かつ効率的に実施するために、御嵩町B&G海洋センターに一時集積配分拠点施設を確保し、被災地へ搬入する食料及び生活必需品等の応急輸送物資の中継拠点として設置し、防災担当者、自主防災組織、関係機関等に周知するものとする。
	・防災コミュニティセンターへ変更

	ｐ26
第２章　第４節　

第1項　避難対策

４　指定避難所（３）　


	町、自主防災組織、施設管理者の協議に
より、予定される指定避難所ごとに、事
前に指定避難所運営マニュアルを策定
する。また、指定管理施設が指定避難所

となっている場合には、指定管理者との

間で事前に避難所運営に関する役割分

担等を定めるよう努める。町及び各避難
所の運営者は、避難所の良好な生活環境
の継続的な確保のために、専門家等との
定期的な情報交換に努める。

	町、自主防災組織、施設管理者の協議に

より、予定される指定避難所ごとに、事

前に指定避難所運営マニュアルを策定

する。　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　


	・県計画に合わせる（ｐ39）

	ｐ30
第２章　第４節　第７項
孤立地域防止対策
	６　その他
　 町は、上記の対策に加え、県が別に定める孤立集落対策指針により、その他の対策を実施するものとする。
	（追加）
	・県計画に合わせる（ｐ109）


	ｐ32
第２章　第５節　第１項
まちの不燃化・耐震化
	(3) 被災した建築物・宅地の危険度判定体制の整備
（略）
ア～ウ　（略）
エ　その他の安全対策
町、県及び施設管理者は、窓ガラス及び看板等の落下対策、ブロック塀（石塀を含む）の倒壊防止対策、天井の脱落防止対策、エレベーターにおける閉じ込め防止対策等、建築物に関連する安全対策を講ずる。特に倒壊の危険のあるブロック塀の除却を進めていくものとする。

	(3) 被災した建築物・宅地の危険度判定体制の整備
（略）
ア～ウ　（略）
エ　その他の安全対策
町、県及び施設管理者は、窓ガラス及び看板等の落下対策、ブロック塀（石塀を含む）の倒壊防止対策、天井の脱落防止対策、エレベーターにおける閉じ込め防止対策等、建築物に関連する安全対策を講ずる。（追加）

	・県計画に合わせる（ｐ51）


	ｐ35
第２章　第５節　第４項
地盤の液状化対策
	１　計画の方針
（略）そこで、埋立地や旧河道等の液状化のおそれのある個所を始めとして、地形分類や浅部の地盤データの収集とデータベース化の充実等を図るとともに、施設の特性を踏まえた技術基準を検討し、その結果に基づいて、適切な予防措置及び迅速な安全点検を講ずる。
	１　計画の方針
（略）そこで、埋立地や旧河道等の液状化のおそれのある個所を始めとして、　　　　　浅部の地盤データの収集とデータベース化の充実等を図るとともに、施設の特性を踏まえた技術基準を検討し、その結果に基づいて、適切な予防措置及び迅速な安全点検を講ずる。
	・県計画に合わせる（ｐ54）



御嵩町地域防災計画　地震対策編　第3章　新旧対照表　
	変更箇所
	新
	旧
	備考

	ｐ48
第３章　第１節　第４項
地震災害情報の収集・伝達
	(3)　地震発生直後の被害の第1次情報等の収集・連絡

（略）　　　通信の途絶等により県に連絡できないときは、直接総務省消防庁へ連絡する。
また、119番通報が殺到する状況については、町本部は県に報告するとともに直接総務省消防庁へも報告する。
なお、地震が発生し、町の区域内で震度5強以上を記録した場合（被害の有無を問わない）については、覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で、県へ連絡するとともに直接消防庁にも報告するものとする。
さらに、町は震度６弱以上の地震を観測した場合（総務省から必要に応じて報告を求められた災害も含む。）は、総務省が別に定める方法等により、県へ報告するものとする。
	(3)　地震発生直後の被害の第1次情報等の収集・連絡

（略）また、通信の途絶等により県に連絡できないときは、直接総務省消防庁へ連絡する。
さらに、119番通報が殺到する状況については、町本部は県に報告するとともに直接総務省消防庁へも報告する。
なお、地震が発生し、町の区域内で震度5弱以上を記録した場合（被害の有無を問わない）については、覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で、県へ連絡するとともに直接消防庁にも報告するものとする。
（追加）

	・県計画に合わせる（ｐ96）

	ｐ52
第３章　第２節　

第４項　緊急輸送・交通規制対策

３　物資の一時集積場所
	また、御嵩町防災コミュニティセンターが被災した場合は、・・・・
表　

名称：御嵩町防災コミュニティセンター
所在地：御嵩町中切1437-1
連絡先：0574-42-8233
	また、御嵩町B&G海洋センターが被災した場合は、・・・・
表　

名称：御嵩町B&G海洋センター

所在地：御嵩町中2777-28

連絡先：67-5196
	・防災コミュニティセンターへ変更

	ｐ60
第３章　第３節　

第１項　災害広報計画

６　被災者等への広報の配慮
	町、県等は、文字放送、外国語放送等の
多様な広報手段を活用し、要配慮者に配
慮したわかりやすい情報伝達に努める。

また、在宅での避難者、応急仮設住宅
として供与される賃貸住宅への避難者、
所在を把握できる広域避難者、在日外国

人、訪日外国人に配慮した広報を行う。
	町、県等は、文字放送、外国語放送等の

多様な広報手段を活用し、要配慮者に配

慮したわかりやすい情報伝達に努める。

また、在宅での避難者、応急仮設住宅

として供与される賃貸住宅への避難者、
所在を把握できる広域避難者　　　　　
　　　　　　　に配慮した広報を行う。
	・県計画に合わせる（ｐ103）

	ｐ63
第３章　第３節　

第３項　り災者の救助保護計画

５　物資の集積場所
	第３章第２節第４項「緊急輸送・交通規制対策」の３に定めるとおり「御嵩町防災コミュニティセンター」とし、職員のほかボランティアの協力により仕分け、配送等の作業を行う。
	第３章第２節第４項「緊急輸送・交通規制対策」の３に定めるとおり「御嵩町B&G海洋センター　　　　」とし、職員のほかボランティアの協力により仕分け、配送等の作業を行う。
	・防災コミュニティセンターへ変更

	ｐ63
第３章　第３節　

第３項　り災者の救助保護計画

６　震災時における食料等（生活必需品等含む。）供給の流れと実施担当班
	【御嵩町防災コミュニティセンター】
	【御嵩町B&G海洋センター　　　　　】
	・防災コミュニティセンターへ変更


御嵩町地域防災計画　地震対策編　第4章　新旧対照表　
	変更箇所
	新
	旧
	備考

	ｐ76
第４章　第３節　　

３　個人被災者への資金援助等
	（３）　り災証明書の交付

町は、・・・・・・連携体制の構築に努める。
町は、被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被害認定調査など、住宅に関する各種調査が個別の目的を有していることを踏まえ、それぞれの調査の必要性や実施時期の違い、民間の保険損害調査との違い等について、周知するものとする。

	（３）　り災証明書の交付

町は、・・・・・・連携体制の構築に努める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
	・県計画に合わせる（ｐ207）


御嵩町地域防災計画　地震対策編　第6章　新旧対照表　
	変更箇所
	旧
	新
	備考

	第6章　　ｐ103～108


	南海トラフ地震


	東南海・南海地震
	・文中の「東南海・南海地震」を「南海トラフ地震」へ修正

	ｐ103
第６章　第１節　

第１項　推進計画の目的
	この計画は、南海トラフ地震　に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成14年法律第92号。以下「法」という。）第３条　　　の規定に基づく、・・・（略）。
	この計画は、東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成14年法律第92号。以下「法」という。）第６条第1項の規定に基づく、・・・（略）。

	・第６条第１項を第３条へ修正
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